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1. FY20 連結決算サマリ：

受注高：5,119億円（前年比-403億円）

売上高：5,237億円（同+13億円）

営業利益：378億円（同+25億円）

営業利益率：7.2％（+0.4pts）

親会社株主に帰属する当期純利益:244億円(+11億円)
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1. FY20 連結決算サマリ セグメント別：

＜風水力事業＞
建築設備市場や石油・ガス市場では、コロナ影響による需要の回復遅れに
より、受注高・売上高共に減少
営業利益は各事業の収益性改善などにより増益

＜環境プラント事業＞
受注高は、当初見込んでいたごみ焼却施設の大型案件が期ずれしたことや、
前年の受注水準が比較的高かったこともあり大きく減少

＜精密・電子事業＞
半導体設備投資が底堅く推移したことや半導体製造工場の稼働率が高かった
ことにより、業績は前年を上回る
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1. FY20 連結決算サマリ 地域別売上高：

北米：前年比-146億円
米国でコロナ感染拡大による渡航制限や工事の遅延・中止などの影響を
受けて減少

日本・中国を除くアジア：前年比+132億円
主に精密・電子事業で大きく増加
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1. FY20 連結決算サマリ 経営指標：

最重要経営指標であるROICは6.6％で前年実績及び計画を上回る



2. FY20 セグメント別業績 風水力事業：

受注高：3,009億円（ 前年比-306億円）

売上高：3,135億円（同-95億円）

営業利益：197億円（同+25億円）

主要3事業ではいずれも収益性が改善

ポンプ事業：減収減益

標準ポンプ事業では、建築設備市場の需要減少によって前年業績を下回る

カスタムポンプ事業では、国内公共案件向けや中国での石油化学向けが好調

コンプレッサ・タービン事業：減収増益

石油・ガス市場における原油価格の下落やコロナ感染拡大によって、新規
投資案件の延期や人的移動制限などの影響があり、受注高・売上高は減少

製品の収益性改善やサービス＆サポート（S&S）内のミックスによって
増益

冷熱事業：減収増益

中国市場は需要が回復基調だが厳しい価格競争が継続

国内冷却塔事業における収益性改善や経費減少によって増益
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2. FY20 セグメント別業績 環境プラント事業：

受注高：620億円（ 前年比-294億円）

売上高：675億円（同-19億円）

営業利益：71億円（同+3億円）

＜受注高＞

第4四半期に民間向けのEPC案件を1件獲得

受注高は、客先事由により一部期ずれした案件などもあり前年と比べて減少

＜売上高・営業利益＞

今期はEPCの工事進行基準案件が工事進捗の端境期となり減収減益

長期包括運転・管理業務委託において原価低減施策が進み、計画と比べても
収益性は改善
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2. FY20 セグメント別業績 精密・電子事業：

受注高：1,474億円（ 前年比+197億円）

売上高：1,411億円（同+128億円）

営業利益：114億円（同+10億円）

受注高・売上高については共に過去最高を更新

＜受注高＞
半導体市場における設備投資は一部で計画に遅れもみられたが、引き続きファ
ウンドリ、ロジックが堅調。メモリメーカにも回復の動きがあり、受注高は
前年を大きく上回る

＜売上高＞

需要拡大に伴うCMPの売上増加

顧客の工場稼働が高い水準で推移したことで部品販売やオーバーホールなど
で売上増加

＜営業利益＞

増収により増益

コンポーネント事業では、年間を通してドライ真空ポンプの自動化工場関連
コストが発生し固定費が増加
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2. FY20 セグメント別業績 新型コロナウイルス感染症の影響：

当社事業が対面する市場においては、地域によって差はあるが社会・産業
インフラとしての需要は底堅い

ポンプ事業や冷熱事業では、春先の経済活動停止に伴い建築設備市場で
その影響が顕著に表れたが、足元では中国を中心に需要は回復傾向

その他の市場や地域でも投資案件の延期や工事の中断など一部で影響は
残っており、石油・ガス市場で受注残が減少

精密・電子事業では、移動制限によりS&S改造案件が減少。一方で、リ
モートワークや巣ごもり需要などの高まりに加え、顧客側で工場稼働を維
持するための部品の前倒し需要などプラス面も
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3. IFRSへの移行 IFRSの任意適用：

財務諸表の比較可能性向上に加え、海外子会社との会計基準の統一を目的として、
2021年12月期第1四半期決算よりIFRSへ移行



3. IFRSへの移行 財務諸表への影響（PL）：

主な表示の組み換えとして、営業外損益や特別損益の一部を営業費用に計上

（主な影響見込額）

営業利益：-7億円程度

最終利益：-1億円程度
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3. IFRSへの移行 財務諸表への影響（BS）：

日本会計基準ではオフバランス表示としていたリース資産・負債や従業員給付
の計上によって、資産、負債が増加し、純資産は減少となる見込み



3. IFRSへの移行 中期経営計画「E-Plan2022」数値目標への影響：

中期経営計画「E-Plan2022」の最終年度となる2022年目標値への主な影響
は以下のとおり

ROIC：8.0％⇒7.6%

ROE：11.0%以上⇒11.2%以上

D/Eレシオ：0.3～0.5倍⇒0.4～0.6倍
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4. FY21 業績予想 連結業績：

2021年の事業環境は、コロナの影響は依然として注視が必要だが

景気は回復基調で、さらには半導体需要の拡大も期待

2021年の業績予想

営業利益は過去最高となる見込み

受注高：6,280億円（前年比+1,167億円）

売上高：5,590億円（同+361億円）

営業利益：430億円（同+58億円）

ROIC：7％

1株あたりの配当金：100円（同+10円）

想定為替レート：1ドル105円
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4. FY21 業績予想 セグメント別：

＜風水力事業＞

コロナ禍からの景気回復によって受注高は増加

下期以降には移動制限も緩和が進み増収増益見込み

＜環境プラント事業＞

顧客事由により前期から期ずれした大型案件の取り込みやDBO、長期包括
運転・管理業務委託案件の複数獲得により受注高は過去最高となる見通し

EPCの工事進捗によって増収見込み

＜精密・電子事業＞

堅調な半導体需要に支えられ増収増益

受注高・売上高は共に2020年を上回り、過去最高となる見込み



4. FY21 業績予想 新型コロナウイルス感染症の影響：

全体的にはコロナワクチン接種の普及や各国による経済・金融政策などの
支援策によって年後半に回復が進む見込み

石油・ガス市場については、前年に延期されていた投資案件やアフター点
検作業などの営業活動が再開されるものとみているが、受注残減少の影響
が残る見込み
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5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 1年目の振り返り：

コロナ影響はあったが、各事業で中期経営計画の戦略に沿った施策を実施
した結果、1年目については順調な進捗

最重要指標であるROICは6.6％、売上高営業利益率は7.2％と計画及び前年
実績を上回る
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5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 1年目の振り返り：

財務方針

成長のための投資を着実に実施

株主還元（配当金）は業績に連動した配当水準を予定

2020年はコロナ禍でのリスク対応として財務健全性の維持に注力した
結果、D/Eレシオは0.26倍で着地
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5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 進捗・成果と今後の取組み：

＜基本方針1：事業成長への挑戦＞
新規事業の開拓・事業化
マーケティングおよび新事業開発推進部門を新設
次世代陸上養殖やバイオテクノロジー産業など4分野での事業化を検討
（今後）更なる新規分野へのシーズ・ニーズの発掘を継続

既存事業におけるグローバル市場展開
標準ポンプ事業による拠点強化
精密・電子事業による中国での営業力強化

（今後）
標準ポンプ事業ではコロナ禍で遅れていた拠点増設を加速
精密・電子事業では中国でドライ真空ポンプのオーバーホール工場の稼働
開始

＜基本方針2：既存事業の収益性改善＞
収益基盤の強化のための事業構造の変革
主にカスタムポンプとコンプレッサ・タービン事業で製品収益性が改善

全事業でのS&S売上高の伸長
ポンプ事業でサービス分野に特化した部門の設置や人員再配置など、
DX導入と併せて推進
（今後）カスタムポンプ事業とコンプレッサ・タービン事業の石油・ガス
市場におけるアフター協業体制の構築を加速

21



5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 進捗・成果と今後の取組み：

＜基本方針３：経営・事業インフラの高度化＞
経営のスピードアップ
全社ERP導入に向けてプロジェクトを発足、170名を超える人員体制
（今後）2021年はパイロット会社によるERP導入や、全社で業務標準化を
展開予定

ROIC経営の深化
ROICツリーからのKPI、アクションプランの落とし込みにより各組織・個人
まで紐づいたPDCAを構築し、月次レベルでのモニタリング会議を実施
（今後）全社員のMBOに事業別ROIC・KPIを関連付け予定

＜基本方針4：ESG経営の深化＞
変化する環境問題への取り組み
環境プラント事業ではケミカルリサイクル技術の普及のために他社と
協業
（今後）ケミカルリサイクル技術の実用化に向けた開発などを継続

社会とのつながり
地域の小学生向けに環境教育を実施
全社員向けのエンゲージメントサーベイをグローバルに展開し、またその
向上に向けたアクションを実施

ガバナンス強化
E-Plan2022重要事項のモニタリングや政策保有株式の上場銘柄全売却、女性
取締役の増員、長期ビジョン達成に向けたサステナビリティ委員会の設置
（今後）新しい働き方改革の実現に向けた施策を推進
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5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 成長事業の進捗：

＜標準ポンプ事業の主要施策＞

拠点の拡大

2020年9月にメキシコに販売拠点を開設

2020年12月にトルコポンプメーカと株式譲渡契約を締結、21年3月頃には
買収完了（予定）し、深井戸モーターポンプのシェア拡大を図る

サプライチェーンマネジメントの強化

2020年7月にベトナムに物流センターを開設し、12月には組み立ても可能
なノックダウンセンターを開設

今後の主な取り組み

カナダやアフリカ地域などの拠点設立

地域のニーズに合致したリージョナル製品の市場投入を加速

トルコのポンプメーカー買収による統合シナジーの早期実現

23



5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 成長事業の進捗：

＜精密・電子事業の主要施策＞

競争力強化

製品ラインアップの拡充やEUV露光装置で使われるドライ真空ポンプ排気
システムの開発・販売

CMP事業では国際的研究機関との共同開発

海外戦略

中国半導体市場の拡大に備えたドライ真空ポンプのアフター拠点の開設

遠隔でのトレーニング体制の構築

効率化

ドライ真空ポンプの自動化工場本格稼働に向けた進展

CMPを量産する熊本工場で生産革新活動によるリードタイムの短縮

S&S体制の強化

ドイツにドライ真空ポンプのオーバーホール工場を建設

今後の主な取組み

市場拡大に対応するため熊本工場でCMP生産ラインを新設

顧客需要を満たすアフター体制の充実

装置系開発棟建設を計画
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5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 収益性改善事業の進捗：

＜カスタムポンプ事業、コンプレッサタービン事業の主要施策＞

両事業ともに選択受注や効率的な生産体制、生産リードタイム短縮を実現
するための施策を実施

コンプレッサ・タービン事業ではインドや中国などローコストカントリー
からの調達量の拡大ほか、生産効率の低い工場を一部閉鎖するなど生産体制
の見直しなどに着手

今後の主な取組み

1年目の施策の更なる強化・推進

コンプレッサタービン事業においては、エチレン・PDH・石油精製など得
意分野への経営資源投入やクライオポンプのテストスタンド稼働など成長が
期待できる市場へ注力
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5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 E-Plan2022の事業環境：

1年目の2020年はコロナの影響は想定外だが、当社事業への影響は比較的

軽微で、21年以降は景気回復を見込む

コロナリスクや脱炭素社会への移行の加速、半導体市場の更なる成長など

今後の環境変化は想定されるが、各対面市場の見通しに大きな変更なし
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5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 財務方針：

＜持続的な成長投資＞

2020年の主な投資実績

コンプレッサ・タービン事業でLNG向けクライオポンプのテストスタンド
を建設

全社ERP導入コスト

2021年の主な投資計画

精密・電子事業で下期に新たな装置系開発棟を建設開始

M&Aとしては、トルコのポンプメーカーを3月までに買収完了予定
（買収金額：約113億円）
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5. 中期経営計画「E-Plan2022」の進捗 財務方針：

＜株主還元の充実＞

連結配当性向35％以上を目標に業績連動の配当を実施

2020年の1株当たりの年間配当金は、当初計画の60円から90円に増配予定

2021年の1株当たりの年間配当金は、前年から10円増配して100円を予想

＜資本効率の向上＞

今後も資本効率の観点から運転資本の改善を進め、将来の資金需要に基づいた

最適な資本構成を構築する

2020年の施策

政策保有株式の上場株式銘柄を2020年に全て売却済み

DEレシオは0.26倍と例年よりは低い水準で着地。2020年はコロナによる

リスク顕在化で手元資金を厚く保有しており、有利子負債の年限長期化や

資金調達枠の増額など財務健全性を重視
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